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　和歌山県水道ビジョンの対象地域を示します。
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はじめに
和歌山県水道ビジョン1

　「和歌山県水道整備基本構想」を改定し、「和歌山県水道ビジョン」策定の背景と
趣旨を示します。



は
じ
め
に

1

5  WATER SUPPLY VISION

第1節 水道ビジョン策定の趣旨

　和歌山県は、1986年（昭和61年）3月に「和歌山県水道整備基本構想」（以下、「基本構想」とい

う。）を策定し、水資源の確保、未普及地域の解消に向けた水道整備を推進してきた結果、水道普

及率は2016年度（平成28年度）末時点で97.0％となり、県民生活の基盤として必要不可欠なも

のとなっています。

　一方で少子高齢化に伴う人口減少社会の到来や節水意識の高まりと節水機器の普及など

水道事業を取り巻く環境は大きく変化しつつあるほか、東日本大震災という未曾有の大規模

災害を鑑み、災害対策の重要性を改めて認識したうえで、水道事業経営の安定性を確保し、老

朽化した水道施設を更新しつつ、大規模災害に対する備えや、水質管理の充実などを着実に進

めていく必要があります。

　このため、水道事業をめぐる課題を踏まえ、「新水道ビジョン（厚生労働省）平成25年3月」に

掲げられた「持続」・「安全」・「強靱」の理念に基づき、長期的かつ広域的視点から、本県の水道

が抱える課題を整理し、県内全域の方向性を示すことを目的として基本構想を改定し、「和歌

山県水道ビジョン」（以下、「県水道ビジョン」という。）を策定します。

　県水道ビジョンでは、「持続」・「安全」・「強靱」の観点から６つの基本目標を設定し、今後、当

面の間に取り組むべき目標、方策等を提案します。また、これらの目標や方策等については、水

道事業者のみならず、県・市町村・水道を利用する住民が本県における水道の「将来あるべき

姿」を共有し、役割分担に応じた取り組みに挑戦していくことを目指します。

第2節 対象地域
　県水道ビジョンでは、県

内全域を対象としています。

　4章以降の分析や広域連

携の取組は、圏域ごとに検

討しています。
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県水道ビジョン策定にあたって
　2015年（平成27年）4月から県内5圏域

で「水道事業懇談会」を開催し、これまで8回

にわたって、地域の実情に応じた課題等を

共有するとともに今後の方策等について会

議を重ねています。
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　和歌山県の地勢や気候・気象等を示します。
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和歌山県の概況
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第1節 自然条件

（1） 地　勢

　和歌山県は、本州紀伊半島の南西部に位置し、北は大阪府、東は奈良県と三重県、南は熊野

灘に接しており、西の紀伊水道を挟んで徳島県と面しています。

　本県の形態は、東西約94km、南北約106kmにおよび総面積4,725km2（2018年度（平成

30年度）時点）で国土の1.25％を占めており、面積の大部分は紀伊山系を中心とする標高

1,000m前後の山岳地帯で高野山、那智山など古代から親しまれた山々があります。

　海岸段丘は、日高地方以南に発達し、紀伊半島南端部の潮岬に向かって段丘高度が高くなっ

ています。

　こうした地質や地殻変動の特性を反映し、本県には山地および河川や海水による侵食地形、

堆積地形が数多く形成されています。

　紀伊半島は、紀伊山地および半島西部で東西方向に延びる山脈を主体とし、紀の川下流域

の段丘および平野、他の河川の下流域や海岸沿いにできたわずかな平野部からなります。

　紀伊山地は、ほぼ南北方向に延びる山列からなり、それらは過去から著しい隆起を続け、

東西方向の圧縮によって、1,000～2,000m級の急峻な地形をなしています。

　紀伊半島の南部は、山列の様子がやや異なり、独立峰の山容をなしています。

　中央構造線の北側は、その断層運動によってできた山脈が東西方向に延び、その標高は

東部から西部に向かって次第に低くなり、この断層の南側には紀の川が流れ、県内で最も広

い和歌山平野が形成されています。

【出典】和歌山県の都市計画2007（和歌山県県土整備部）

和歌山県の概要図
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　海岸段丘は、日高地方以南に発達し、紀伊半島南端部の潮岬に向かって段丘高度が高くなっ

ています。

　こうした地質や地殻変動の特性を反映し、本県には山地および河川や海水による侵食地形、

堆積地形が数多く形成されています。

　紀伊半島は、紀伊山地および半島西部で東西方向に延びる山脈を主体とし、紀の川下流域

の段丘および平野、他の河川の下流域や海岸沿いにできたわずかな平野部からなります。

　紀伊山地は、ほぼ南北方向に延びる山列からなり、それらは過去から著しい隆起を続け、

東西方向の圧縮によって、1,000～2,000m級の急峻な地形をなしています。

　紀伊半島の南部は、山列の様子がやや異なり、独立峰の山容をなしています。

　中央構造線の北側は、その断層運動によってできた山脈が東西方向に延び、その標高は

東部から西部に向かって次第に低くなり、この断層の南側には紀の川が流れ、県内で最も広

い和歌山平野が形成されています。

（2） 河川および水資源

　和歌山県の河川のほとんどは、それぞれの山脈に源を発し、流域をうるおして紀伊水道および

太平洋に注いでいます。また、比較的傾斜の急な山が多く、河川も急勾配で洪水や土砂災害が起

こりやすい地形でもあります。

　紀伊山地を源流とするおもな河川は、紀伊水道へそそぐ紀の川、有田川、日高川、富田川、

日置川などがあり、熊野灘へそそぐ古座川、熊野川などがあります。また、本県の一級水系

または二級水系に設置されているダムや堰は12箇所あり、そのうち切目川ダムが2014年

（平成26年）に竣工した最も新しいダムとなっています。

　国の直轄事業により整備された紀の川大堰は、2011年（平成23年）より運用が開始され

ています。

　そのほか、二川ダム、広川ダム、椿山ダム、七川ダムの4つのダムは県土整備部が管理しています。

なお、和歌山市、橋本市は、紀の川の上流にある大滝ダム（奈良県）に水利権を有しています。

和歌山県の河川

【出典】和歌山県県土整備部HP
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（3） 気候・気象

1981年から2010年の平均値

※高野山と新宮の日照時間は1987年から2010年の平均値

　和歌山県の気候は、 県北部と県南部で

温度差があるものの黒潮の影響を受けて

一般に温暖で雨量も多く、太平洋型気候

を示しています。

　全国的にみても四季の温度の変化は少

なく、年平均気温は和歌山で16.7℃、潮岬

で17.2℃となっています。

　このような気候から水資源に恵まれ、植

物の育成に適しており、特に日照時間の長

い県南部は、冬に暖かく、夏は比較的涼し

い気候を示しています。

　降水量は、冬は少なく、夏に多く、県北部

の紀の川沿岸では、年間降水量1,500mm

以下の少雨地域となっています。 しかし、

本県の3分の2が2,000mm以上の多雨

地域に入っており、 南部山岳部と南斜面

にある東牟婁地域は、全国でも極めて降

水量の多い地域とも言えます。 

　県北部の気候は、日照時間が長く、降水量が少ない瀬戸内気候区に属し、県南部は黒潮の影

響を受けて温暖な南海気候区に属し、日本有数の多雨地帯となっています。

【出典】気象庁HP

和歌山県全地点
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友ヶ島
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気象観測所位置図
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南海トラフの地震 

（4） 災害等

　これまでに約90年から150年周期で繰り返し津波を伴う地震が、南海トラフ沿いの3つ

の領域（東海・東南海・南海）で発生しており、紀伊半島は南海トラフの震源域が近いため、津

波により大きな被害を受けています。 

　南海トラフの地震は、政府の地震調査研究推進本部によると、今後30年以内に70％～

80％程度の確率で発生すると想定されています。

　南海トラフ沿いの３つの地震（東海・東

南海・南海）が同時に起こることです。

　国が宝永地震、安政地震など実際に発

生した地震を基に想定したもので、特に

大きな被害が想定されています。

３連動地震

　東海・東南海・南海地震の震源域より、

さらに広域の震源域で地震が連動した

場合の最大クラスの地震のことです。

　実際に発生したことを示す記録は見つ

かっておらず、発生頻度は極めて低いが、

仮に発生すれば極めて甚大な被害が想

定されています。

南海トラフ巨大地震

南海地震

東南海地震

南海トラフ巨大地震の震源域

東海地震

南海ト
ラフ

地震調査研究推進本部（文部科学省）発表資料より作成
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那智勝浦町 新宮市：熊野大橋

　そのほか、本県は日本有数の多雨地域であるとともに、急峻な地形が多く、各河川の河口

に広がる堆積低地を中心に市街地が発達しているため、毎年のように豪雨や台風による河

川氾濫や土砂災害の被害も発生しています。

　特に2011年（平成23年）の紀伊半島大水害では、県南部に大きな被害が発生しました。 

紀伊半島大水害による県内の被害状況
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切目川ダム

広川ダム

二川ダム

七川ダム

橋本市

海南市

有田市

湯浅町

串本町

和歌山市

和歌山県国土強靱化計画（平成27年9月）



和
歌
山
県
の
概
況

2

12

（１） 人　口

（2） 交通網

第2節 社会条件

国勢調査結果を基に作成

※住民基本台帳の人口と異なることがあります。

和歌山県の総人口の推移

　和歌山県の人口は、1985年（昭和60年）の約108万7千人をピークに減少に転じ、1995年

（平成7年）には、経済対策に伴う公共投資の増加や阪神淡路大震災の影響等による一時的な

転入超過があったもののその後は減少が続いています。

　2015年（平成27年）の人口は、約96万4千人で戦後間もない頃の人口と同程度にまで減少

しています。

1,200

1,000

600

400

200

1920 1925 1930 1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 20102005
0

800 750
788

831
864 864

936
982 1,007 1,002 1,027 1,043

1,072 1,087 1,087 1,074 1,080 1,070
1,036 1,002

2015

964

（千人）

　和歌山県の高速道路については、2007年度（平成19年度）末時点で供用率が約46％と全国

的に遅れた状況でしたが、その後、近畿自動車道紀勢線南紀田辺IC～すさみ南IC間や京奈和自

動車道の全線が開通し、供用率も約80％と概ね全国平均に到達しています。

　現在は、「国道42号すさみ串本道路」や「国道42号新宮紀宝道路」等の整備を進めています。

また、県直轄道路等については、国道26号第二阪和国道が開通するとともに、国道42号有田

海南道路、国道42号田辺西バイパス、国道169号奥瀞道路（Ⅲ期）等の整備を進めています。 

　空港については、県北部に完全24時間運用の国際ハブ空港である関西国際空港があり、県南

部に南紀白浜空港があります。また、港湾については、国際拠点港湾の和歌山下津港、重要港湾

の日高港と13箇所の地方港湾があります。 

　このように、関西圏、首都圏、そして世界に短時間でアクセスできるとともに県内も短時間で交

流ができる環境が整いつつあります。

年　度

人

口
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【出典】和歌山県長期総合計画2017

和歌山県交通ネットワーク

高速道路
高速道路（整備中）
X軸ネットワーク道路
川筋ネットワーク道路
府県間道路
県直轄道路

480
371

371

371

371

371

480

480

370

370

424

24

424

425

425

168

168 311

311

311

169

480

42

42

42

42

26

424

大阪府

三重県

関西国際空港

和歌山下津港

日高港

南紀白浜空港南紀白浜空港

紀の川市

岩出市 九度山町
か
つ
ら
ぎ
町

橋本市

高野町

紀美野町

海南市

有田川町
有田市

湯浅町

日高川町

広川町

由良町由良町

日高町日高町 御
坊
市

御
坊
市

美浜町美浜町

印南町

白浜町
古座川町

新宮市

北山村

那智勝浦町

串本町

和歌山市

田辺市

みなべ町

上富田町

すさみ町 太地町

京奈和自動車道

X軸ネットワーク道路、川筋ネットワーク道路、
府県間道路、県直轄道路については推進中区
間を含む



和歌山県の水道の現況と将来の事業環境
和歌山県水道ビジョン3

14

第1節 水道の現況

第2節 将来の事業環境

15

20

　和歌山県の水道事業における人口と水道普及率をはじめ水道施設等について
示します。

　和歌山県の水道事業における将来の有収水量の推移や更新需要について示
します。
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　和歌山県は、9市20町1村の30の市町村を有しており、各々が水道事業を経営しています。

　市町村別の水道事業の概要を下表に示します。また、本県には、発展した臨海型工業地帯

の需要増大に追従するため、紀の川・有田川を水源とした工業用水道事業のほか、飲料水供

給施設や専用水道等の小規模水道が点在しています。

第1節 水道の現況

（1） 和歌山県の水道事業

市町村別水道事業等

15  WATER SUPPLY VISION

-
-
-
-
-

12,925
1,762
4,815

-
5,910
5,007
4,361
1,070

-
4,641
12,110

-
-
-
-

6,960
-

2,910
-

2,769
-

3,550
1,020
470
-

70,280

-
-
-
-
-
19
5
4
-
6
8
1
2
-
1
9
-
-
-
-
4
-
9
-
5
-
2
1
1
-
77

簡易水道事業

事業数 計画給水人口（人）
10

2
1

1

1

1

1

17

専用水道（自己水源）

箇所数

91
11
5

2
1
1
8

1
1

12
6

1

4
1
1
146

飲料水供給施設

箇所数
425,000
54,000
67,100
35,000
29,100
66,800
31,200
85,009
55,000
7,000
13,400

-
5,500
18,000

-
16,760
9,000
8,083
6,936
8,450
9,100
11,426
22,200
16,900
15,000
17,270

-
-
-

21,460
1,054,694

1
2
1
1
1
1
1
2
1
1
1
-
1
1
-
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
-
-
-
1
27

和 歌 山 市
海 南 市
橋 本 市
有 田 市
御 坊 市
田 辺 市
新 宮 市
紀 の 川 市
岩 出 市
紀 美 野 町
か つ ら ぎ 町
九 度 山 町
高 野 町
湯 浅 町
広 川 町
有 田 川 町
美 浜 町
日 高 町
由 良 町
印 南 町
み な べ 町
日 高 川 町
白 浜 町
上 富 田 町
す さ み 町
那 智 勝 浦 町
太 地 町
古 座 川 町
北 山 村
串 本 町

上水道事業

計画給水人口（人）

計

事業数

本水道ビジョンでは、上水道事業および簡易水道事業を対象としています。

2017年度（平成29年度）末時点
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　和歌山県の行政区域内人口は、過去10ヶ年において年々減少傾向にあり、2013年度（平成

25年度）には100万人を下回り、2016年度（平成28年度）末時点で約97万2千人となっており、

そのうち給水人口は上水道事業および簡易水道事業を含めて約94万3千人となっています。

　2016年度（平成28年度）末時点で、本県の水道普及率は、97.0％であり、全国の水道普及

率である97.9％に比べて若干低い数値となっています。

（2） 人口と水道普及率

人口と水道普及率の推移

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

70.0

65.0
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

人
　
口

水
道
普
及
率

全国水道普及率行政区域内人口 給水人口 県水道普及率

（千人） （%）

年　度

水道統計を基に作成
※人口については国勢調査結果と異なることがあります。
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（3） 水道施設の概要

　和歌山県における水源取水量の割合は、地表水と地下水の割合がほぼ等しく、事業別で

見ると上水道事業では、地表水51.0％、地下水42.1％となっており、地表水の占める割合

が高く、簡易水道事業では地表水17.7％、地下水81.6％となっており、地下水の占める割合

が大きく上回っています。

水源の構成

　和歌山県の水道施設は、水道施設構成の図に示すように配水池が557箇所で最も多い施設

となっています。また、管路延長は、上水道事業の配水支管が4,174kmと最も多い延長を示し

ています。なお、簡易水道事業の管路延長は、総管路延長の1/4程度を占めています。

水道施設の構成

事業別の水源構成

水道統計、簡易水道統計を基に作成

2015年度（平成27年度）

和歌山県

地表水
48.4%地下水

45.2%

受水
6.4%

上水道事業

地表水
51.0%地下水

42.1%

受水
6.9%

受水
0.7%

地表水
17.7%

地下水
81.6%

簡易水道事業
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（4） 事業体職員数

　和歌山県の水道事業に従事する職員数は、年々減少傾向にあり、2016年度（平成28年度）

の上水道事業における職員数は、1事業当たり18.3人となっています。

　給水人口規模が大きいほど職員数は確保され、技術職員率も高くなる傾向にありますが、本

県では、5万人以上10万人未満の給水人口規模において技術職員率が低くなっています。

規模別・事業当たりの職員数

160

140

120

100

80

60

40

20

0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

職
員
数

技
術
職
員
率

給水人口の区分

0.5万人以上
1万人未満

1万人以上
2万人未満

2万人以上
3万人未満

3万人以上
5万人未満

5万人以上
10万人未満

10万人以上

4.04.0

35.735.7 31.131.1 37.737.7

54.154.1

33.333.3

64.964.9

10.210.2 15.315.3 18.518.5
29.029.0

148.0148.0

県平均職員数平均職員数 技術職員率

水道統計を基に作成

2016年度（平成28年度）

（人） （％）

水道統計、簡易水道統計を基に作成

2015年度（平成27年度）

水道統計およびアンケート等を基に作成

2016年度（平成28年度）末時点

水道施設構成

取水施設：
248箇所

浄水場：
184箇所

配水池：
557箇所

ポンプ場：
312箇所

計
1,301箇所

管路延長

簡易水道事業：
1,817km

上水道事業
配水本管：
1,170km

上水道事業
配水支管：
4,174km

上水道事業
導水管：
69km

上水道事業
送水管：
349km

計
7,579km
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（5） 決算状況

19  WATER SUPPLY VISION

和歌山県全体（18,541百万円）
平成28年度の費用構成比

決算統計を基に作成

上水道事業（17,079百万円）
平成28年度の費用構成比

簡易水道事業（1,462百万円）
平成28年度の費用構成比

費用構成

　費用構成のうち、減価償却費の占める割合が最も高く、次いで人件費の占める割合が高い傾

向にあります。

　減価償却費や建設改良のための企業債償還に係る支払利息といった資本費が総費用の

40％以上を占めており、水道サービスを提供するためには巨額の固定資産を必要とする水道

事業の費用特性が見られます。

　安定的な事業経営のためには、給水に要する経費のみならず、施設規模や給水の効率性の

改善による費用の削減が必要となります。

人件費
14.9%

支払利息
10.1%

減価償却費
38.7%

その他
16.3%

委託料
12.4%

委託料
12.5%

委託料
11.7%

動力費
7.6%

人件費
14.3%

その他
14.6%

動力費
7.5%

支払利息
9.2%

減価償却費
41.9%

減価償却費
1.9%

人件費
21.0%

支払利息
19.9%

動力費
9.0%

その他
36.5%
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簡易水道事業の給水人口と一日平均給水量の推移

上水道事業の給水人口と一日平均給水量の推移

給
水
人
口

一
日
平
均
給
水
量

給
水
人
口

一
日
平
均
給
水
量

年　度

90,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
2016 2021 2026 2031 2036 2041 2046 2051 2056 2061 2066

78,009

68,896

62,038
56,208

50,725
45,994

42,182 38,824
35,719 32,876

30,25332,072
27,959 25,092 22,801 20,679 18,826 17,345 16,113 15,029 14,053 13,141

80,000

90,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

80,000

年　度

（人） （m3/日）

1,000,000

900,000

800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

1,000,000

900,000

800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
2016 2021 2026 2031 2036 2041 2046 2051 2056 2061 2066

（人） （m3/日）

給水人口 一日平均給水量（m3／日）
864,693

823,984
786,030

746,213
705,374

663,846
622,908

584,337
548,156

514,190 482,324

354,120
323,269 298,644 277,178 257,337 237,908 220,027 204,071 190,516 177,837 166,012

給水人口 一日平均給水量（m3／日）

　和歌山県の上水道事業を合算した給水人口は、2016年度（平成28年度）末時点の実績である

約86万5千人から50年後の2066年度には半数近くの48万2千人まで減少し、一日平均給水

量は、2016年度（平成28年度）末時点の実績である約35万4千ｍ3/日から50年後の2066年

度末時点には半分以下に減少し、約16万6千ｍ3/日となります。

　簡易水道事業は、上水道事業よりも減少の進みが早く、50年後には、人口、水量ともに4割程

度まで減少する見込みとなります。

20

第2節 将来の事業環境

（1） 人口減少に伴う料金収入の大幅減少

有収水量の将来推計

国立社会保障・人口問題研究所公開資料および実績値より算出

国立社会保障・人口問題研究所公開資料および実績値より算出
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料金水準

　料金の分布については、上水道事業、簡易水道事業ともに1,000円以上1,500円未満に設

定されている割合が高くなっています。なお、上水道事業における水道料金は、平均1,300円

で、簡易水道事業では平均1,271円と大きな差はありません。しかし、事業別でみると500

円以上から2,500円未満の中で設定されているため、料金格差が生じています。

水道料金の分布

16

14

12

10

8

6

4

2

0

事
業
者
数

料金区分

1,000円以上
1,500円未満

500円以上
1,000円未満

1,500円以上
2,000円未満

2,000円以上
2,500円未満

簡易水道事業上水道事業

決算統計を基に作成

2016年度（平成28年度）

55

33

1111

1515

33
22

55

※水道料金は10m3/月使用時の料金とする。
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（2） 更新需要の増大

　県内の水道施設（構造物および設備、管路）整備に係わる建設投資は、高度経済成長期後

の1970年代のほか、2000年前後に積極的に行われました。

　過去5ヵ年の平均事業費は約115億円/年ですが、今後、全ての資産を健全に保つために法

定耐用年数で更新を行うと、今後必要な更新費用は約170億円/年となります。

建設投資額と将来需要
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実績 推計

建
設
投
資
額

年　度

過去の建設投資額を基に算定

建設投資額（管路）建設投資額（構造物および設備） 過去5ヵ年平均投資額 今後必要な更新費用

約170億円/年

約115億円/年
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第1節 評価の概要

第2節 課題の整理
　水道事業の評価結果から課題について整理したものを示します。

25

　水道事業の評価方法および視点について示します。

24

現状分析および評価と課題の整理
和歌山県水道ビジョン4
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第1節 評価の概要

（1） 評価の方法等

　2016年度（平成28年度）における「水道統計（公社）日本水道協会」、「簡易水道統計（全国簡

易水道協議会）」および市町村に対するアンケート調査等を基に集積した基礎調査資料のほか、

水道サービスを総合的に判断するための規格である業務指標（PI）等を活用し、県内、圏域ごと

に全国値と比較する等により、定量的な分析・評価とともに定性的な考察を行っています。 

　業務指標（PI）とは、水道事業の定量化によるサービス水準の向上のために制定した規格のこ

とです。なお、圏域ごとの指標値は、圏域ごとに基礎となるデータを合計して算出しています。

（2） 評価の視点

水道の理想像

　和歌山県の自然・社会条件および水道の概況と将来の事業環境を踏まえ、厚生労働省の新

水道ビジョンで掲げられた「持続」・「安全」・「強靱」の3つの視点から和歌山県の水道の将来あ

るべき姿を示すための分析・評価並びに課題について整理しています。

持続
給水人口や給水量が減少した状況に

おいても、健全かつ安定的な事業運営

が可能な水道

安全

全ての国民が、いつどこでも、水を

おいしく飲める水道

水道サービスの持続

安全な水道

強靱
自然災害等による被災を最小限にと

どめ、被災した場合であっても、迅速

に復旧できるしなやかな水道

強靱な水道

時代や環境の変化に対して的確に対応しつつ、水質基準に適合した水が、

必要量、いつでも、どこでも、誰でも、合理的な対価をもって、持続的に

受ける取ることが可能な水道

【出典】新水道ビジョン（厚生労働省）
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　上水道事業（法適用事業）の経常収支比率は、本県で114.1％、圏域ごとで104.8％～

124.8％となっています。また、簡易水道事業（法非適用事業）の収益的収支比率は、本県で

81.6％、紀中（有田）圏域を除いて100％を下回っています。

　今後、水需要の減少や更新需要の増加により財政状況が厳しくなることが見込まれるなか、

一般会計からの繰り入れにも限界があることを考慮すると、健全な財政基盤を維持していく

ためには、原価に見合った適正な料金水準の設定が重要となります。

　料金回収率は、全ての圏域で100％を上回っており、給水にかかる費用は、水道料金で賄わ

れている状況です。

第2節 課題の整理

① 経営の健全性持 続

【経常収支比率】=（営業収益+営業外収益）÷（営業費用+営業外費用）

　経常費用が経常利益によってどの程度賄われてるかを示すもので、100％を超える

比率が高いほど経営状況が良いとされています。

【収益的収支比率】=総収益÷（総費用+企業債元金償還金）

　総費用に減価償却費相当額として企業債元金償還金を加えて総収益を比較した値を

示すもので、100％を超える比率が高いほど経営状況が良いとされています。

【料金回収率】=供給単価÷給水原価×100

　給水原価に対する供給単価の割合を示すもので、100％を下回っている場合、給水に

かかる費用が料金収入以外の収入で賄われてることを意味しています。

（1） 評価結果と課題
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経常収支比率（法適用事業）、収益的収支比率（法非適用事業）

決算統計を基に作成
上水道事業（経常収支比率） 簡易水道事業（収益的収支比率）

140

120

100

80

60

40

20

0

紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

113.3

89.2

116.0

68.0
57.9

84.2 81.6

115.8 110.4
124.8

104.8
114.1

2016年度（平成28年度）

2016年度（平成28年度）

料金回収率

200

140
160
180

120
100
80
60
40
20
0

紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

109.1 112.2
123.0

103.0 110.4107.6

決算統計を基に作成
※法適用事業のみを対象とする
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27  WATER SUPPLY VISION

② 給水の効率性持 続

　施設利用率は、上水道事業（法適用事業）では、最大60.7％、平均56.2％、簡易水道事業（法非

適用事業）では、最大75.1％、平均57.9％であり、圏域ごとで見ると紀中（日高）圏域の簡易水道

事業のみが全体的な傾向と比べて効率的な利用が図られています。

　最大稼働率と年間を通じた施設利用率の差に着目すると、平均値との差が大きくなっている

圏域が見られますが、帰省や海水浴シーズン等の需要変動が大きいことが考えられます。

　今後、水需要が減少していくなか、水道事業にとって過大な施設の維持は、浄水のための電気

代や薬品代等の経費が過大となるため、経営を圧迫することが想定されます。

　施設の立地状況や水需要の特徴を踏まえつつ、長期的な水需要の動向を見据えた施設の再構

築に取り組む必要があります。

　有収率は、東牟婁圏域で特に低い値となっていますが、最も高い西牟婁圏域でも88.4％となっ

ています。

　有収率が低い原因は、主に管路からの漏水が考えられるため、管路更新等の漏水改善策によっ

て無駄になる水量を減らす必要があります。

【施設利用率】=1日平均給水量÷1日給水能力

　一日当たりの給水能力に対する一日最大給水量の割合を示した値を示すもので、値が

高いほど、施設が有効活用されていると言ますが、100％に近い場合、施設の予備力が乏

しいとされています。

【最大稼働率】=1日最大給水量÷1日給水能力

　一日当たりの給水能力に対する一日平均給水量の割合を示した値を示すもので、水道施

設の経済性を総括的に判断する指標であり、数値が大きいほど効率的であると言えます。

【有収率】=年間有収水量÷年間配水量×100

　年間配水量に対する年間有収水量（料金徴収の対象となった水量）の割合を示すもの

で、一般に100％に近いほど良いとされています。
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施設利用率

法適用（施設利用率） 法非適用（施設利用率）

70
80
90

100

60
50
40
30
20
10
0

紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

64.5

83.6 83.9 89.7

52.5

82.1
75.5

83.7

62.5
69.4

60.1
66.3

最大稼働率

法適用（最大稼働率） 法非適用（最大稼働率）
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100

60
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40
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20
10
0

紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

83.3
76.3

81.0 78.7
88.4

69.0
79.781.7

87.9 83.8
75.9

82.9

法適用（有収率） 法非適用（有収率）

70
80
90

100

60
50
40
30
20
10
0

紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

57.1 60.2 58.7

75.1

42.0

63.3
57.960.7

51.7
57.2

47.7
56.2

有収率

決算統計を基に作成

2016年度（平成28年度）

決算統計を基に作成

2016年度（平成28年度）

決算統計を基に作成

2016年度（平成28年度）
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29  WATER SUPPLY VISION

③ 施設の健全性持 続

　上水道事業（法適用事業）の法定耐用年数経過管率は、14.9％（管路延長にして約867km）と

なっています。一方、管路更新率は0.4％（更新延長にして約23km/年）で経年化した管路解消に

38年以上を要し、既設管路をすべて更新すると仮定した場合、現在のペースでは単純計算で

254年を要します。

　過去の建設投資額の状況を鑑みると、今後更新需要は急激に増加していくことが見込まれます。

　施設の更新については、長寿命化や優先度・重要度が高い施設の前倒し等により更新需要の

平準化を図るとともに、必要な財源を確保し、経年化施設の計画的な更新に向けた取り組みを強

化していく必要があります。

【法定耐用年数経過管率】=法定耐用年数（40年）を超えた管路延長÷管路総延長

【管路更新率】=更新された管路延長÷管路総延長

法定耐用年数経過管率

管路更新率

水道統計を基に作成

30

25

20

15

10

5

0
紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

10.2

19.1 17.5

25.1

20.5

14.9

2016年度（平成28年度）

水道統計を基に作成

2016年度（平成28年度）

法定耐用年数経過管率 法定耐用年数経過管率（全国14.80％）

0.9
0.8
0.7
0.6
0.5
0.4
0.3
0.2
0.1

0
紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

0.4
0.3

0.4

管路更新率 管路更新率（全国0.75％）

0.3

0.7 0.7
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水道職員の年齢構成割合

60歳以上

50歳～55歳未満

55歳～60歳未満

45歳～50歳未満

40歳～45歳未満

35歳～40歳未満

30歳～35歳未満

25歳～30歳未満

25歳未満

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0（％）

2.2

15.5

15.8

18.5

18.8

12.0

5.4

6.0

5.7

④水道技術の継承持 続

　和歌山県における水道事業に従事する職員数は、約20年間で66％まで減少しています。

　一般行政職員の減少率と比べると10％多く減少しており、水道施設数が大きく変わらない

なか、水道職員の一人当たりの業務量は多くなっています。また、各事業者へのアンケート結果

より、本県における水道職員の年齢構成では、40歳以上の職員が多く、将来の水道事業を担

う40歳未満の職員は少ない状況にあります。

　小規模な水道事業者においては、将来に備えた長期的な視点から、専門的な知識、技術力の

向上も図りづらい状況にあり、今後、必要な人員を確保しつつ、技術と事業経営に関するノウハ

ウをどのように継承していくかが課題となります。

30

市町村アンケート結果を基に作成

2017年度（平成29年度）

職員数の推移
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（人） （％）
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31  WATER SUPPLY VISION

① 水源汚染リスクへの対応安全

　和歌山県では2016年度（平成28年度）に原水で1件、2017年度（平成29年度）に原水で2

件のクリプトスポリジウム等の検出が報告されています。

　クリプトスポリジウム等の汚染の恐れの判断を行っていない施設は、速やかに汚染の恐れの

判断とそれに伴う対策措置を検討し、「レベル3」並びに「レベル4」の未対応施設（県内17施

設）についても速やかに対策措置を講ずることが重要です。

　水源汚染リスクの把握や汚染防止対策といった水源保全対策の充実強化により良好な原水

水質維持に努めながら、原水の状況に応じた浄水施設や機器の整備を行うことが必要です。

クリプトスポリジウム等対策指針に基づく対策状況

2015年度（平成27年度）末時点

対象施設数

対策済

レベル4　未対応

レベル3　未対応

レベル2

レベル1

未判断

65

38

0

7

7

13

0

120

96

4

6

5

4

5

185

134

4

13

12

17

5

100.0

72.4

2.2

7.0

6.5

9.2

2.7

上水道事業 簡易水道事業 計 割合

【出典】水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針

水道原水に係るクリプトスポリジウム等による汚染の恐れの判断の流れ

原水での
指標菌の検出

原水は地表水

原水は地表からの
隔絶が確認できる
深井戸からの取水

適切なろ過の実施
または紫外線処理

適切なろ過の実施
あり

はい

いいえ

いいえ

はい

なし

レベル
4

レベル
3

レベル
2

レベル
1 隔絶性の確認

原水の指標菌検査
による監視の徹底

クリプトスポリジウム等は水系感染症を引き起こす塩素消毒に耐性のある病原微生物
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② 水質管理安全

③ 水道利用者における衛生対策安全

④ 未普及地域の状況安全

32

　原水水質は、比較的清澄かつ良好な水質ですが、今後においては水質変化や異常時への対

応力不足、日常の維持管理の不徹底、水質に関する十分な知識の不足等の水質管理水準の低

下が懸念されます。

　今後、事業環境が厳しくなるなか、必要な施設整備や維持管理の徹底を図っていくために

は、水安全計画の策定により、水源から給水栓に至るまでの水質汚染リスクを把握し、リスク

に応じた優先順位付けを行った対応を進める必要があります。

　安全な水を供給することに留意し、貯水槽水道の衛生管理の徹底や鉛製給水管の早期把握

と布設替えの推進等の水道利用者が管理する施設や給水装置についても適正に管理される

必要があります。

　山間地域を多く抱える本県においては、市町村が水道事業により供給することが困難な地域

に対して、水道法が適用されない「小規模水道」等が設置されています。

　しかし、人口減少や住民の高齢化により十分な衛生管理が行われない恐れがあるため、同

一行政区域内の上水道事業または簡易水道事業への統合が進められています。

　上記に加え、地域住民の安全な水を確保するため、これまで以上に衛生管理に対する監視

指導の強化を図ることが必要となります。
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33  WATER SUPPLY VISION

① 水道施設の耐震化強靱

【浄水施設の耐震化率】=耐震対策が施されている浄水施設能力÷全浄水施設能力

【配水池の耐震化率】=耐震対策が施されている配水池容量÷配水池総容量

　上水道事業（法適用事業）の浄水施設の耐震化率は11.1％となっており、全国値に比べて

16.8％低い耐震化率となっています。

　配水池の耐震化率は、45.1％となっており、全国値に比べて8.2％低い耐震化率となっています。

　施設の耐震化への対応は順次進められていますが、本県では浄水施設や配水池の数そのもの

が多く、時間と費用を要することが想定されます。

管路の耐震化状況

水道統計を基に作成
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30.0
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5.0

0
紀中（有田）紀北 紀中（日高） 西牟婁 東牟婁 和歌山県

（％）

22.9
16.9

9.6
3.2

15.4
10.0

13.7

20.4

10.2

29.7

22.5 23.8

基幹管路耐震適合率 管路耐震化率 基幹管路耐震適合率（全国38.7％）

2016年度（平成28年度）

【基幹管路耐震適合率】=基幹管路のうち耐震適合性のある管路延長÷基幹管路延長

【基幹管路耐震化率】=基幹管路のうち耐震管の延長÷基幹管路延長

　上水道事業（法適用事業）における基幹管路の耐震適合率は、23.8％となっており、全国値

に比べ低い状況にあります。

浄水施設および配水池の耐震化率

水道統計を基に作成

2016年度（平成28年度）
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浄水施設耐震化率 浄水施設（全国27.9％） 配水池（全国53.3％）配水池耐震化率
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② 自然災害等への備え強靱

　和歌山県は、日本有数の多雨地域であり、急峻な地形が多く、河川の河口に拡がった市街地

が多いことから、豪雨や台風による河川氾濫や土砂災害の被害が頻発しており、過去には、大洪

水をはじめ、水害等の記録的な災害の発生により死者を伴う甚大な被害をもたらしています。

　本県には、多くの土砂災害警戒区域が広範囲にわたり設定されており、土砂災害警戒区域内

に位置する水道施設の状況を見ると、多くの配水池が土砂災害の被災リスクを抱えています。

【土砂災害警戒区域】

34

　土砂災害が発生した場合に、住民等の生命または身体に危害が生じる恐れがあると

認められる区域

【浸水想定区域】

　河川氾濫により、浸水が想定される区域

土砂災害警戒区域に位置する水道施設の状況

250

200

150

100

50

0

紀北

217

113

紀中（有田）

43
77

紀中（日高）

22
60

西牟婁

80

147

東牟婁

35
57

（箇所）

配
水
池
数

配水池 配水池（土砂災害警戒区域）

国土数値情報 土砂災害警戒区域データと水道施設位置図を重ね合わせて集計 2017年（平成29年）8月1日時点

紀北

紀中（有田）

紀中（日高）

西牟婁

東牟婁

13

5

1

6

1

圏　域 浄水施設数

国土数値情報 土砂災害警戒区域データと水道施設位

置図を重ね合わせて集計

2012年度（平成24年度）時点

　近年の全国的な気象等の変化により、30

年間での降水量50mm/h以上の「非常に激し

い雨」は約1.3倍、降水量80mm/h以上の「猛

烈な雨」は約1.7倍に増加しています。

　本県でも局地的豪雨の発生回数は増加して

おり、内水氾濫および外水氾濫による水道施

設の浸水リスクは高まっています。

　浸水想定区域内にある浄水施設は、26施設

あり、そのうち13施設が紀北圏域に位置して

います。
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　「防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」（平成30年12月14日）が閣議決定され、

重要度の高い水道施設の災害対応状況について緊急点検を行い、その結果が取りまとめられ

ました。和歌山県における水道施設（取・浄・配水場）の災害対応状況について以下に示します。

　本県では、停電対策について全国値を上回っていますが、土砂災害対策および浸水対策につい

ては、全国値に比べ低い水準となっています。今後も自然災害に対する対応が必要となります。

「水道における緊急点検の結果等にについて」（厚生労働省）を基に作成

災害対策済施設の割合

和歌山県 全国

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0
土砂災害対策停電対策 浸水対策

（％）

37.7 32.3

50.6
61.3

16.1
24.7

【水道における緊急点検の結果】

　上水道事業および水道用水供給事業を対象とし、病院等の重要給水施設に至るルート

上にある水道施設の状況の点検結果

： 自然流下方式でなく給水に電力が必要な施設のうち自家発電設備が整備され 

　ている施設の割合

： 土砂災害警戒区域に位置している施設のうち対策が講じられている施設の割合

： 浸水想定区域内に位置している施設のうち対策が講じられている施設の割合

停 電 対 策

土砂災害対策

浸水災害対策



現
状
分
析
お
よ
び

評
価
と
課
題
の
整
理

4

36

2016年度（平成28年度）

　和歌山県は、大規模な地震の発生時に備えて県民の命を守るために必要な水道水を確保す

るため、給水基地となる耐震性のある配水池に緊急遮断弁を設置する事業を推進しています。

　2016年度（平成28年度）では、確保できる水量は114,127m3（県全体で87.4％）となって

います。

　2019年度末には、和歌山県全体の確保水量は100％を上回る見込みとなっていますが、圏

域差があるため今後は圏域ごとに必要水量を確保できるよう引き続き推進していきます。

必要水量と確保できる水量

圏　域

紀北

紀中（有田）

紀中（日高）

西牟婁

東牟婁

和歌山県

必要水量（ｍ3）

87,686

8,904

9,617

15,882

8,512

130,601

確保水量（ｍ3）

43,488

8,050

17,602

33,234

11,753

114,127

確保水量率（％）

49.6

90.4

183.0

209.3

138.1

87.4

【必要水量】

③ 災害時の生活用水の確保強靱

必要水量=給水人口（人）×｛3日×3L/人・日+（10－3）日×20L/人・日｝=149L/人・10日

【南海トラフの地震】

　応急給水の目標として、地震発生から3日目まで3L/人・日、4日目から10日目まで20L/

人・日と設定されています。「水道の耐震化計画等策定指針の解説（（財）水道技術研究センター）」

紀北

紀中（有田）

紀中（日高）

西牟婁

東牟婁

圏　域 浄水施設数

0

1

2

3

3

　南海トラフにおける巨大地震の発生は、

年々高い確度をあげて発生の脅威が評価さ

れています。

　本県には、南海トラフにおける巨大地震に

よる津波被害の想定区域内に浄水施設が9

施設存在しています。
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　応急給水計画や応急復旧計画は、多くの事業体で策定が進んでいません。また、地震、風水害、

水質汚染事故といった事象を想定した危機管理マニュアルの策定も進んでいません。

　水道の安定的な供給に障害を生じる恐れのある事象に対し、水道事業体の状況に応じた危

機管理マニュアル等の整備を進めることが求められています。特に、簡易水道事業をはじめと

する小規模な水道事業体においては職員数が少なく、今後想定されている地震等の大規模災

害発生時には単独での対応に限界があるため、広域的な応援体制の強化を図るとともに応急

給水の受け入れを前提とした危機管理体制の整備も進める必要があります。

各種マニュアル等の整備状況

水道統計を基に作成

2016年度（平成28年度）

項　　目

計画策定状況

危機管理
マニュアル

上水道事業体数 策定済事業体数 割合（％）

応急給水計画

応急復旧計画

地震対策マニュアル

風水害対策マニュアル

水質汚染事故対策マニュアル

クリプトスポリジウム対策マニュアル

施設事故マニュアル

停電対策マニュアル

管路事故マニュアル

給水装置凍結事故対策マニュアル

テロ対策マニュアル

渇水対策マニュアル

新型インフルエンザ事業継続計画

その他マニュアル

23

23

23

23

23

23

23

23

23

23

23

23

23

23

15

13

9

5

4

1

4

4

5

0

3

4

2

11

65.2

56.5

39.1

21.7

17.4

4.3

17.4

17.4

21.7

0.0

13.0

17.4

8.7

47.8

④ 危機管理体制強靱
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（2） 課題の整理

　和歌山県の水道が抱える課題のとりまとめについては、新水道ビジョンに示される３つの施

策の観点を捉え、「持続」・「安全」・「強靭」に区分して整理しています。

持 続

観　点 課　題 今後取り組むべき方策

事業運営

技術力

広域連携

① 水道施設台帳の整備と電子化
② 公営企業会計法の適用の推進
③ 適切な資産管理
④ 最適な水道施設の構築
⑤ 省エネルギー対策等の推進
⑥ 多様な手法による水供給
⑦ 料金水準の適正化
⑧ 利用者とのコミュニケーション

人口減少に対する健全経営と安定供給
を実現する必要がある。
水道施設の適正規模への再構築を図る
必要がある。
水道施設の適切な補修・更新を図る必要
がある。
省エネルギーの推進など計画的な対応
の必要がある。

○

○

○

○

確実な技術の継承を図る必要がある。○

地域の実情にあった事業者間の連携を検
討する必要がある。

○

① 職員の確保
② 効率的な維持管理と民間活用
③ 地域における技術基盤の確保

① 管理の一体化
② 民間活用

安 全

観　点 課　題 今後取り組むべき方策

水質管理

衛生管理

① 水源汚染リスク対策の強化
② 水安全計画の策定
③ 水質事故情報の共有

水源から給水栓まで統合的な水質管理を
図る必要がある。
水源に対応した水質の安全確保を図る必要
がある。

○

○

小規模水道等の衛生管理の強化を図る
必要がある。

○ ① 立入検査の強化
② 小規模水道等の衛生管理

観　点 課　題 今後取り組むべき方策

被災リスク

応急給水・復旧体制

① 災害時に重要となる給水拠点の優先
    順位を考慮した計画的な耐震化
② 津波被害エリアの施設の移転

施設、管路の計画的な耐震化を図る必要が
ある。なお、老朽化に対する観点と合わせ
て対応を図る必要がある。
防災および減災の観点から施設整備を推
進する必要がある。

○

○

発災後の応急給水・応急復旧体制の強化
を図る必要がある。

○ ① バックアップ機能の整備
② 停電を想定した電力の確保
③ 広域的な応急対策の推進
④ 危機管理マニュアル等の整備
⑤ 災害時に活用できる井戸の拡充

強 靱
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目標設定と実現に向けた方策
和歌山県水道ビジョン5

第1節 目標と取り組みの方向性

第2節 実現に向けた方策

第3節 広域連携に向けた取り組み

40

41

53

　将来の和歌山県における水道の理想像として目標と取り組みの方向性を示します。

　現状分析の評価、課題の整理を踏まえ、3つの視点「持続」・「安全」・「強靭」から
将来の理想像に向けた具体的な方策を示します。

　基盤強化に向けた広域連携の取り組みの方向性とその期待できる効果のイメージ
と試算結果を示します。
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第1節 目標と取り組みの方向性

（1） 将来のあるべき姿

　和歌山県の水道が抱える課題を踏まえ、３つの理想像に基づく基本目標を示すとともに50年

先を見据え、将来のあるべき姿を目指す第一歩として、当面の間に取り組むべき目標を掲げま

す。なお、これらの目標と取組の方向性については、水道事業者のみならず、県、市町村、住民と

いった全ての水道関係者が共有し、役割分担に応じて挑戦していきます。

（2） 目標と取り組みの方向性

持続可能な水道事業の運営

持　続

安心・安全な水道水の供給

安　全

災害に強い水道の構築

強　靱

理想像

　水道は、県民の生活の基盤となる重要なライフラインの一つであり、災害時においてもその

機能を確保できることが重要と考えています。

　本県の実情は、今後における人口減少のほか、様々な課題が掲げられ、自然災害に強く、災

害時においても安定的に給水できる水道の構築を目指し、安心して利用できる水道水の供給

を将来にわたってつなげていく必要があります。

　

　

　なお、将来像の実現に向け、新水道ビジョンに示される３つの要素「持続」・「安全」・「強靭」

を備えた理想像をここに提唱します。

和歌山県における水道の将来のあるべき姿を

『自然災害に強く 安心で良質な水の安定供給』として掲げ、

県内の水道関係者と共有し、水道行政の立場から引き続き目指していきます。
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第２節 実現に向けた方策

（1）　　　 持続可能な水道事業の運営持 続

　水道事業は、地方公営企業として独立採算の原則に基づき、その経費は基本的にその収入

によって賄われるものです。

　水道事業の収入の大部分は、水道料金が占めているため、給水原価に見合った適正な水道

料金の設定を行うことが重要であるとともに、事業経営に関する的確な現状把握を行った上

で、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、徹底した効率化、経営の健全化を行う

ことが必要です。

　なお、料金改定等に際しては、水道事業が行っている取り組みについて情報共有を行うとと

もに、利用者のニーズの把握に努め、コミュニケーションの充実を図ることで理解が得られる

ようにする必要があります。

　このほか、複数業務の包括的な委託や他の水道事業者との共同化など効率化と経費縮減に

期待できる手法等の検討を進める必要があります。

水道施設の適切な管理と安定した事業運営

理 想 像 基 本 目 標 今後取り組むべき主な方策

持
　
続

安
　
全

強
　
靭

持続可能な

水道事業の運営

安心・安全な

水道水の供給

災害に強い

水道の構築

●   水道施設の適切な管理と安定した
　事業運営
●   技術力の確保と継承

●   水道施設台帳の整備と電子化
●   公営企業会計法の適用の推進
●   技術職員の確保と育成

●   水源汚染リスク対策の強化
●   水安全計画の策定
●   立入検査の強化

●   災害時に重要となる給水拠点の優
　先順位を考慮した計画的な耐震化
●   バックアップ機能の整備

●   水道施設の計画的な耐震化
●   応急給水・応急復旧体制の充実

●   水質管理体制の強化
●   衛生管理の強化



目
標
設
定
と

実
現
に
向
け
た
方
策

5

42

「今後必要な施設更新費用」と
「施設更新への投資可能額」の比較

現在

金
　
額

10年後 20年後 30年後 40年後

更新需要に対応できない

更新需要の平準化

現在

金
　
額

10年後 20年後 30年後 40年後

耐震化を伴う
更新の前倒し等

健全施設の
供用延長等

40年後までに○○億円が必要

持続可能な事業運営へ

現在

金
　
額

10年後 20年後 30年後 40年後

施設の再構築等により
更新費用の削減の検討

料金改定等により
財源の確保の検討

【今後取り組むべき方策】

③適切な資産管理
　アセットマネジメントによる更新需要の把握と財政収支見

通しに基づく事業費の平準化を行い、計画的な施設更新と資

金確保に努める。

④最適な水道施設の構築
　水需要の減少に応じた水運用の見直しや施設のダウンサ

イジングなど、最適な水道施設を構築することにより施設の

利用率を向上させる。

今後必要な施設更新費用
施設更新への投資可能額

　全ての水道事業者が経営状況を的確に把握するため公営企

業会計（地方公営企業法）の適用を推進する。

②公営企業会計法の

　適用の推進

①水道施設台帳の整備と

　電子化

　水道施設の計画的な更新等適切な資産管理を行えるよう

水道施設台帳の作成及び保管をする。また台帳の電子化を

進め、情報管理の効率化を図り、日常の維持管理水準の向上

に繋げる。

⑤省エネルギー対策等

　の推進

●　水道施設の更新等にあわせた取水・配水系統の見直し等
　による自然流下方式の有効活用
●　設備機器の高効率機器への更新等による省エネルギー対策
　の推進
●　浄水場等における太陽光発電、小水力発電等の再生可能
　エネルギー設備の導入
●　浄水発生土の再資源化

　水道施設の再構築やポンプ等の設備の更新にあたっては、

ランニングコストの抑制や環境負荷を低減する。
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　給水原価に見合った適正な料金設定と最適な料金体系

の検討を行う。⑦料金水準の適正化

⑥多様な手法による水供給

【例】 小水力発電の導入

　小規模な集落や水道未普及地域において莫大な水道施設

整備費用をかけることが困難な場合には、多様な手法による水

供給の検討を進める。

⑧利用者との

　コミュニケーション

　経営状況や施設状況、水質状況など水道事業の現状や将来計

画等を利用者に対して積極的に情報発信する。

水 源

浄水場
小水電力発電（1000kW以下）

水圧有効利用

配水池 配水池

住宅・ビル

P

設置箇所

マイクロ水力発電（100kW以下）

設置箇所

水圧有効利用

【例】

現在の給水形態 新たな給水手法を適用した場合の形態

導水管

需要者

需要者

需要者

配水池 配水管

送水管

浄水場
P

水源
別系統配水池

給水車

給水車

導水管

毎日往復

配水池

毎日往復

配水管

送水管

浄水場
P

水源

需要者

需要者

貯水槽+次亜装置

需要者

貯水槽+次亜装置
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　水道事業に携わる職員数は、年々減少傾向にあり、今後も水道拡張期を支えた経験豊富な

技術職員が退職により減少していくことが想定されています。

　特に小規模な事業者では、技術職員が不足するなか、水道の担当者が他の業務も兼務して

いる場合も見受けられます。また、水道工事を担う民間業者も減少しているため、技術面のみ

ならず、危機管理上の不安が考えられます。

　このような状況に対し、水道事業者内部での取り組みに加え、事業者間、官民間の連携方策

と地域全体として水道事業に係る技術基盤の継承、確保を図る必要があります。

【今後取り組むべき方策】

①技術職員の確保と育成

○

○

○

○

職員の年齢構成に配慮した異動サイクルと長期的な視野

に立った職員の確保に努める。

退職した職員やベテラン職員等による若手職員に対する

技術継承や各種研修会への積極的な参加による職員教育

の充実を図る。

②効率的な維持管理と

　民間活用

技術力の確保と継承

施設点検等の維持管理業務や検針等の営業業務等個々

の業務の集約と複数の業務を一括して委託する包括委託

等による一層の効率化を検討する。

民間活力の導入について、第三者委託やDBO等新たな民

間活力を活かした官民連携を検討する。

連携形態
個別委託 第三者委託 DBO PFI

業務内容

経営・計画

管理

営業

設計・建設

維持管理

個別業務の部分的な委託

水道の管理に関する技術上の業務

DBO : Design Build Operate  /  PFI : Private Finance Initiative
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③地域における

　技術基盤の確保
●　地域の工事組合等との実践的な研修会や訓練の開催
●　地域もしくは近隣にある高い技術力と組織を持った水道事

　業者への技術的業務の委託
●　複数の事業者間における技術職員の派遣交流や併任、技術

　的助言役の配置などの各種連携策の検討
●　地方自治法に基づく代替執行制度の活用

　経営、建設、維持管理又は水質等様々な技術力向上の取組

や第三者委託等による民間活力の導入のほか、新たな事業者

間連携の取組を推進するために交流会、勉強会の開催に向け

た体制を構築する。
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○

○

○

　水道事業者は、水道法で定められる水質基準に適合した安全な水道水を供給する責務が

あります。

　水質検査は、水質基準の適合状況を確実に把握するために不可欠であり、水の安全性を

担保するため適正に実施する必要があります。さらに、効率的かつ合理的な水質検査の実

施が求められており、水道事業者は水質検査の適正化と透明性を担保するため、毎事業年

度の開始前に水質検査計画の作成と公表することが義務づけられています。

　水道における水質検査は、水道法施行規則並びに通知により、定期および臨時の水質検

査の項目と頻度、採水場所等が定められていますが、そのほかに必要に応じて水質検査や試

験を行い、水源の水質監視、浄水処理工程上の水質管理と給配水プロセスにおける水質管

理を行うことが重要となります。

　さらには、水質基準を遵守し、水道水の安全性の向上を図るために水源から給水栓までの水

道水の汚染リスクと管理措置等を明文化した「水安全計画」の策定が必要とされています。

　水道水質管理上の各種計画については、水道事業者が策定すべきものですが、県として

は、その実効性を確保するため、主に流域の視点から必要な助言、指導を行い、より実情に即

したものとなるよう協力するとともに必要な指導を行うべきと考えています。

　また、水質検査を厚生労働大臣の登録を受けた機関に外部委託している事業者が大半で

あることから、検査機関の技術の維持・向上も重要であり、水質検査の精度や信頼性に関す

る事項をはじめ関係者との連携について圏域ごとの取り組みが必要となります。

（2） 　　　安心・安全な水道水の供給安 全

【今後取り組むべき方策】

①水源汚染リスク対策の強化

水源から給水栓までのリスクの発生場所、発生要因、影響

度、予防対策について把握および検証を行う。

突発的な水質汚染事故への迅速な対応やクリプトスポリジ

ウム等の耐塩素性病原生物対策の徹底を図る。

水源汚染のリスク要因に対し、リスクに応じた浄水処理の

導入、複数水源の運用、貯留施設の確保等のハード面の対

策とともに、水質事故等における緊急対応マニュアルの作

成と実施等のソフト面の対策を強化する。

水質管理体制の強化
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　取水地点、浄水処理、配水池等の各ポイントで水質汚染が発

生する可能性があることから、水源から蛇口までの各段階で

危害評価と危害管理を行い、安全な水の供給を確実にするた

めに水安全計画の策定を行い、統合的な水質管理を実施する。

　水質事故に対し、保健所等関係機関との情報共有に努め、

迅速かつ適切な対応を図る。また、緊急時に水質検査を実施

できる体制を整備し、安全な水質を確保する。

②水安全計画の策定 

③水質事故情報の共有

水安全計画
水源から蛇口までの一体管理

水源管理

浄水管理

給配水管理

水質管理

導水管 送水管 配水本管

配水本管

浄水施設
配水池

配水池

送水管

基幹管路（導水管、送水管、配水本管）
配水支管
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今後取り組むべき方策】

　対象施設への県および市の衛生担当部局による助言等

を継続して行う。
②小規模水道等の衛生管理

①立入検査の強化

　立入検査の対象施設への

監視、指導を強化し、水安全

計画の妥当性確認と実施状況

の検証を行う。

（3）  　　　災害に強い水道の構築強 靭

　衛生的な飲用水の確保に向けて、水道法に基づく規制等が適用される水道事業、用水供給

事業、専用水道のほか、小規模水道等の衛生管理については、「和歌山県飲用井戸等衛生対策

要領」に定める適正管理の実施と水質に関する定期的な検査、汚染時における措置に基づき、

市町村と協力して指導および助言を行います。

衛生管理の強化

　水道施設の整備には、莫大な費用を要するため、全ての施設、管路の耐震化を行うことは困

難と考えられますが、災害時においても水道水を確保し、応急給水を行わなければならないた

め、対応できる範囲等の優先順位を考慮しつつ、アセットマネジメントの実践により既存施設

の老朽改善や更新計画等との整合を図り、限られた財源の中で効果的かつ効率的に耐震化を

進めていく必要があります。

水道施設の計画的な耐震化
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【今後取り組むべき方策】

【今後取り組むべき方策】

　南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域等の津波被害

エリアにある水道施設を高台などへの移転、または想定浸水

深までの嵩上げ等の対策措置を講ずる。移転先は地震や津

波被害のほか、風水害等に伴う土砂災害危険区域などを回避

して選定を行う。

②津波被害エリアの

　施設の移転

①災害時に重要となる

　給水拠点の優先順位を

　考慮した計画的な耐震化

　病院や避難所等の災害時に重要となる給水拠点までの浄

水施設や配水池、基幹管路の耐震化（更新）を促進するため、

整備を行う優先順位を定めた耐震化計画を策定し、それに基

づく整備を行う。

①バックアップ機能の整備

　災害等により水道施設が被害を受け、断水や濁水が発生した場合、応急給水および応急復

旧を速やかに行うことにより、県民生活への影響を最小限に止める必要があります。

　本県において発生リスクが高い、地震、土砂災害を含む風水害および水質事故を中心に、危

機管理に関するマニュアルを事業者ごとに整備し、随時見直しを行います。

　被災規模によっては、被災した水道事業者単独では対応が困難になることも想定されるこ

とから、他の水道事業者による応援を考慮した応急給水計画や応急復旧計画の策定が必要

となります。

応急給水・応急復旧体制の充実

災害時の断水被害を軽減するため、給水区域間、水道事

業者間での緊急時用連絡管等による水の相互融通を可

能にするなど、水道システム全体でのバックアップ機能

を確保する。

応急給水拠点の必要箇所や給水量を把握し、水源の有効

活用、配水池の緊急遮断弁の設置、応急給水資機材等の

計画的な整備を行う。

○

○
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　和歌山県は、地震発生時に必要な水を確保するため、緊急遮断弁を設置する市町

村を支援する「県民の命を守る水の確保事業」を2017年度（平成29年度）から

2019年度（令和元年度）までの3カ年において、対象経費の一部を補助金として交

付する事業を推進してきました。

　今後も引き続き、大規模災害発生後の応急給水の目標として10日間分の水道水

を圏域ごとに確保するための支援を検討します。

水道の地震対策
基幹施設の耐震化と給水拠点の整備

（避難所）

配水池

学 校

病 院

配水池の大容量化
（復旧作業用水の確保）

浄水場

構造物の診断・補強

隣接事業体との連絡管
（バックアップ）

他系統との連絡管
（バックアップ）

老朽管の更新
（鋳鉄管、コンクリート管）

給水拠点の整備

給水拠点の整備

浄水場

緊急遮断弁
（水の確保）

耐震管

耐震管

大容量送水管の整備

石綿セメントの管の布設替

　大規模災害発生時の停電に備えるため、水源および浄水場

等の基幹施設の自家発電設備の設置を行う。
②停電を想定した電力の確保

【出典】全国の上水道施設（取・浄・配水場）に関する

　　　緊急対策（厚生労働省）
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③広域的な応急対策の推進

大規模かつ広範囲な災害時には、応急復旧に必要な資機材

の調達が難しいことから、あらかじめ応急復旧資機材、浄水

処理に必要な薬品、自家発電設備の燃料等の流通経路を

把握し、迅速かつ広範囲な調達が可能な体制を構築する。

大規模な災害時に速やかな応急対策を実施するため、県内

水道事業者だけでなく、他府県の水道事業者との相互応援

協定を締結する等、広域連携が可能な体制を構築する。

④危機管理マニュアル等

　の整備

　他の水道事業者による応急給水や復旧支援受入時の対応を

含めた応急給水計画および応急復旧計画の策定を推進する。

⑤災害時に活用できる

　井戸の拡充

　災害時の生活用水を確保するため、市町村において「協力

井戸」の登録制度のさらなる制定拡大および井戸数の増加

を目指す。

災害時生活用水協力井戸

○井戸の利用は、災害時の日中のみです。

　適正な利用に努めて下さい。

○井戸の利用は、所有者の厚意によるものです。

　使用上の指示を受けた場合には

　その指示に従って下さい。

※井戸水は、飲用ではありません。

○

○
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　水道事業者は、公営企業であり将来にわたって安定的に事業を継続していくため、今後の人

口減少と適切なアセットマネジメントに基づく更新投資需要を正確に反映させた、投資、財源

にかかる中長期（40～50年）の収支見通しを試算し、10年程度の一定期間に収支均衡を図

るための抜本的な改革等の取組方針と投資・財政計画を定めた上で、具体的な取り組みを計画

的に実施する必要があります。

　このため、水道事業の持続的な経営確保のために、全ての水道事業者が2020年度末まで

に「経営戦略」を策定するように取り組みます。

（4） 当面の取り組み

　持続可能な水道事業の運営持 続

　水道事業者は、水道水が水質基準を満足するよう、水源の水質に応じて整備された浄水施設

と適切な運転管理、および定期的な水質検査等によって安全な水の供給を確保しています。し

かし、水源水質事故にみられるような工場排水の流入、浄水処理のトラブル、施設等の老朽化

等、さまざまな水道水へのリスクが存在している中で、日々供給している水の安全性をより一

層高めるためには、水源から給水栓に至る総合的な管理が必要となります。

　このため、水源から給水栓に至る水道システムに存在する危害を抽出・特定し、それらを継続

的に監視・制御することにより、安全な水の供給を確実にするシステムづくりを目指すために、

全ての水道事業者が「水安全計画」を策定するよう取り組みます。

　安心安全な水道水の供給安 全

全ての水道事業者が安全な水の供給を確保するための水安全計画を策定する。

全ての水道事業者が中長期的な経営の基本となる経営戦略を策定する。
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第３節 広域連携に向けた取り組み

（1） 発展的広域化の推進

目
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5 　基本目標を実現するための今後取り組むべき方策を進めるにあたり、個々の水道事業者に

よる取り組みが必要となりますが、事業者単独では乗り越えられない課題も想定されることか

ら、広域連携を推進する必要があります。

　今後、水道事業の規模が縮小していくことが見込まれるなかで、経営基盤の強化に対する有

効な手段の一つとして、広域化（事業統合・経営の一体化等）が考えられます。

　水道事業の広域化によって事業規模が拡大された場合、経営の効率化（維持管理、施設投資

コストの削減等）、不足する技術力の相互補完、経営の安定化が見込める等の財政面、技術面

で基盤の強化が期待できます。

　一般に事業規模が大きくなればなるほど、財政面、技術面での基盤強化に繋がることから広

域連携等に取り組むことが望ましいと考えられます。

　水道事業者は、南海トラフ地震等の大規模災害に備えて耐震化を促進するため、限られた予

算で効率的な耐震化を行う必要があります。

　このため、全ての水道事業者が災害時における病院や避難所等の重要給水施設までの水道

施設の耐震化を計画的に実施するための数値目標および優先順位を設定した「耐震化計画」

を策定するよう取り組みます。

　災害に強い水道の構築強 靱

全ての水道事業者が病院や避難所等の重要給水施設への配水ルートを確保するための

耐震化計画を策定する。
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発展的広域化のイメージ（「水道広域化検討の手引き」を一部編集）

管理の一体化と
施設の共同化を
合わせて

業務の共同化

発展的広域化の
イメージ

従来までの水道広域化の
イメージ

複数の水道事業等による事業

統合（水平統合）

複数の水道事業が認可上で事

業を一つに統合する方法

共用施設の保有

取水場、導水管、浄水場、配水池、

水質試験センター等の共同施設

を建設、保有する方法

緊急時連絡管

緊急時等のために共同で連絡管

を整備する方法

災害時等の応援協定

災害時等の相互応援協定等を

締結する穏やかな連携方法

中核事業による管理の一体化

単独あるいは複数の水道事業

等が技術基盤が強固な水道事

業等に管理を委託する方法

管理組織への業務の共同委託

複数の水道事業等が別途に一

元的に管理を行う業務を共同

委託する方法

同一の経営主体が複数の水道

事業等を経営

市町村が複数の水道事業等を

経営する方法

施設の共同化

管理の一体化

事業統合

（経営の一体化）

事業統合

（浄水場、水質試験センター、

緊急時連絡管等）
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○

○

○

○

○

○

○
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　圏域の区分は、水道事業を適切に運営していくため、地理的・社会的諸条件等の一体性に配

慮しつつ、県内の全ての地域がいずれかの圏域に含まれるように設定し、人材配置、施設管理

または財源確保の諸事情を考慮し、水道事業の運営基盤が強靱で持続可能な規模とすることが

重要となります。

　圏域区分の設定については、通知（平成26年3月19日健水発第0319第３号  厚生労働省）に

示す以下の要件を基に行います。

（2） 圏域区分の設定

基本的な考え方

地勢、水源等の自然的条件に適合した地理的範囲であること。 

圏域内のすべての水道の施設整備、維持管理、経営等の業務が遂行できる技術的財政的
基盤を備えていること。 

管理の共同化や危機管理時の広域的な応援体制などでは、都道府県を越えた範囲の設
定もありうること。 

既存の圏域区分がある場合には、市町村合併による行政的社会的情勢の変化などを踏ま
えてその検証を行い、必要に応じて圏域を見直し都道府県ビジョンに位置づけることが望
ましいこと。 

圏域内の水道事業者間における発展的広域化の検討の推進が確実に実行される範囲を
設定すること。

①

②

③

④

⑤
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　和歌山県が水道ビジョンを策定する上で最も大きな使命の一つとして「広域的な事業間調

整機能」が挙げられます。

　これは、複数の水道事業者間において広域的な対応や取り組みが有効な場合、その調整役と

しての県の役割が果たせるものであり、広域化に向けた検討を具体的に取り組み、開始してい

くための動機付けや最終的な広域化形態を導くことを最も重要視しています。

　従来の水道整備基本構想における水資源開発や普及率向上等とは目的が大きく変わってき

ていることから、改めて、将来的な本県の水道のあり方を発展させ、持続していくための圏域

区分を再設定します。

　発展的な広域化を推進していくためには地理的・文化的なつながりがある事業者で圏域を

構成することが重要となります。

　本県は、次頁「関連する広域圏」に示すような広域圏を有しており、水道事業以外でも広域連

携体制を構築しています。

　関連する広域圏に示す振興局の圏域では、広域事業の採択条件を満たさない圏域があり、

広域化のメリットを最大限に発揮することができません。また、広域市町村圏構想では、地理

的・文化的なつながりがあり、圏域ごとの構成市町村数が概ね平準化されていることから、広

域化を進めていくうえで適した圏域区分と考えられますが、水道事業では、地勢・水源等の自然

的条件に適合し、水道の施設整備、維持管理等の基盤強化に向けて水資源の流域圏で捉える

必要があります。

　水資源流域圏は、広域市町村圏構想の海草、伊都郡が紀北圏域としてまとまり、圏域の規模

が大きくなりますが、広域化によるスケールメリットも大きくなることが期待でき、これまで

広域連携やそれに伴う取り組みの検討を進めている「水道事業懇談会」と整合した５圏域を

新たな圏域区分として設定します。

圏域区分の設定
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新たな圏域区分のまとめ

紀北

紀中（有田）

紀中（日高）

西牟婁

東牟婁

1,168

475

580

1,580

922

648,038

77,225

65,244

133,099

70,711

圏域名 構成市町村 面積（km2） 行政区域内人口

和歌山市、海南市、橋本市、紀の川市、岩出市、紀美野町、

かつらぎ町、九度山町、高野町

御坊市、美浜町、日高町、由良町、印南町、日高川町

田辺市、みなべ町、白浜町、上富田町、すさみ町

新宮市、那智勝浦町、太地町、古座川町、北山村、串本町

有田市、湯浅町、広川町、有田川町

岩出市岩出市
紀の川市

か
つ
ら
ぎ
町

橋本市

九度山町九度山町

高野町

紀北圏域

紀美野町海南市

有田川町
有田市

湯浅町湯浅町

日高川町
広川町由良町由良町

日高町日高町
御
坊
市

御
坊
市

美浜町美浜町

印南町 みなべ町

田辺市

上富田町上富田町

白浜町

すさみ町

古座川町

北山村北山村

新宮市

那智勝浦町

串本町

太地町太地町

和歌山市

東牟婁圏域

西牟婁圏域

紀中（日高）圏域

紀中（有田）圏域
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関連する広域圏

圏域名称 圏域数 圏域と構成市町村 概　要 特　徴

水
資
源
流
域
圏（
水
道
事
業
懇
談
会
）

５
圏
域

和歌山市、海南市、橋本市、
紀の川市、岩出市、紀美野町、
かつらぎ町、九度山町、高野町

有田市、湯浅町、広川町、有田川町

御坊市、美浜町、日高町、由良町、
印南町、日高川町

和歌山市、海南市、紀の川市、
岩出市、紀美野町

御坊市、美浜町、日高町、由良町、
印南町、みなべ町、日高川町

新宮市、那智勝浦町、太地町、
古座川町、北山村、串本町

橋本市、かつらぎ町、九度山町、
高野町

和歌山市、海南市、紀美野町

紀の川市、岩出市

橋本市、かつらぎ町、九度山町、
高野町

有田市、湯浅町、広川町、有田川町

有田市、湯浅町、広川町、有田川町

田辺市、白浜町、上富田町、
すさみ町

御坊市、美浜町、日高町、由良町、
印南町、日高川町

田辺市、みなべ町、白浜町、
上富田町、すさみ町

新宮市、那智勝浦町、太地町、
古座川町、北山村、串本町

田辺市、みなべ町、白浜町、
上富田町、すさみ町

新宮市、那智勝浦町、太地町、
古座川町、北山村、串本町

　広域連携やそれ
に係る取り組み状
況を考慮し、「水道
事業懇談会」と整
合した5つの圏域
区分

●  地理的・文化的な
つながりがある
圏域区分である。

●  紀北圏域は規模
が大きくなり、
広域化によるス
ケールメリット
も大きくなるこ
とが期待できる。

広
域
市
町
村
圏
構
想

６
圏
域

　広域市町村圏構
想に基づき一定の
要件を満たす日常
生活圏を形成する
と認められる圏域
区分

●  地理的・文化的な
つながりがある
圏域区分である。

●  各圏域の構成市
町村数が概ね平
準化されている。

振
興
局

７
圏
域

　防災・危機管理、
人権啓発・相談等
に関する業務や地
域の特性を活かし
たまちづくり・産
業振興に関する取
り組みを行う圏域
区分

　広域事業の採
択条件を満たさ
ない圏域がある。

紀の川流域

有田川流域

日高川流域

日置川・富田川流域

熊野川・古座川流域

紀北

紀中（有田）

紀中（日高）

西牟婁

東牟婁

和歌山周辺

橋本周辺

有田周辺

御坊周辺

田辺周辺

新宮周辺

海草

那賀

伊都

有田

日高

西牟婁

東牟婁
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　各圏域において特徴を踏まえた連携や取り組み、県内の水道事業の安定を目指した事業者

間の連携した取り組みが考えられるなか、既に共同で防災訓練や連絡管の整備を実施してい

る圏域、用水供給が行われている圏域等、圏域ごとの水道の特徴を勘案して、連携策を下表の

とおり整理します。

　これらを基に水道事業経営の安定化を図るため、圏域ごとで詳細な検討を進めていきます。

（3） 広域連携等による効果

事業統合

経営の一体化

施設の共同化
施設の統廃合（再配置）

給水区域外への供給（相互融通）

施設の保守点検

維持管理業務（保守・点検など）

営業業務

防災訓練等の共同実施

水質検査

薬品、備蓄品等の共同化

事業統合

経営の一体化

事業統合

（経営の一体化）

管理の一体化

○

○

隣接する市町村において、施設の共同

化または行政区域外への水供給の可

能性調査を行い、具体性と効果の検証

を行う。

隣接する市町村において、水道施設の

更新や再編により減少していく給水量

に見合う適正規模への見直しと施設の

統廃合（ダウンサイジング）を行う。

○

○

○

○

維持管理業務および営業業務の共同

化や一体化について検討を行う。

防災訓練等の共同実施については、継

続して行う。

水質検査の実施や薬品、備蓄品等の購

入について共同化の検討を行う。

指定工事業者登録制度の制定に伴い、

定期講習並びに登録事務手続き等の

集約化について検討を行う。

○ 水道事業者の合意形成を図り、隣接す

る複数の水道事業者について事業統

合または経営の一体化に向けた検討

を行う。

圏域ごとに検討を推進すべき連携方策
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　広域連携等については、発展的広域化のイメージに示す連携方策があり、事業の一部を共

同化することや広域的な体制の整備等が推奨されています。

　今後、圏域ごとの特徴を踏まえ、次に示すような連携方策について詳細な検討を進めてい

きます。

現有施設 ： 独立した複数の事業者の更新時期を迎えた施設

取　水　場

A事業者 B事業者

ケースⅠ：事業者ごとに施設更新 ケースⅡ：共用施設の建設

取　水　場

a.配水池 b.配水池

a.送水管 b.送水管

A事業者 B事業者

取　水　場

c.配水池

c.送水管

A事業者 B事業者

　　　　　　　　　　　　　　

　施設の共同化は、複数の事業者により、共同で水道施設の設計・施工・運用を行うものであ

り、より一層の合理化を図るため、隣接する事業者における固有の施設の耐震化または更新時

期に合わせて、共有の水道施設を建設し、施設の統廃合を行うことが望ましいとされています。

　施設の統廃合には、スケールメリットによる建設費の抑制と施設数を減らすことによる維持

管理費低減の目的のほか、適正規模への見直しによるダウンサイジングや施設運用の効率化

の概念も含まれています。

　県内における水道施設の共同化についても十分な効果が期待できるため、施設の統廃合

（ダウンサイジング）を含めた効果の検証と施設の共同化を推進していきます。

施設の共同化

施設の共同化のイメージ

配水池 配水池

送水管送水管

a.浄水場 b.浄水場 c.浄水場

浄水場 浄水場

【出典】水道広域化検討の手引き（厚生労働省）
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A 市 B 市
現 状

管理拠点
（浄水場）

取水場

配水場

配水池① 配水池③

配水池②

管理拠点
（浄水場）

取水場

配水池① 配水池②

配水池③

A 市 B 市

管理拠点
（浄水場）

取水場

配水場

配水池① 配水池③

配水池②

管理拠点
（浄水場）

取水場

配水池①
配水池②

配水池③

一体化
後

グループ化

A市管理区域 B市管理区域

　上図のような「業務（施設の保守点検）の一体化」は、広域連携による業務の効率化が図ら

れ、各事業者が独自で行うよりも有効に活動できる職員の確保に期待できます。

　さらに、今後の人的資源の不足や業務の効率化に対する課題解決のほか、包括委託等の

促進やICT機器導入促進の効果にも期待できます。

　管理の一体化は、各水道事業者に共通する維持管理業務や総務系の事務処理等のうち、共同

で行うことで効率的に処理できるものや技術的なノウハウ等の共有により技術力や各種サービ

スの向上が図れる業務を対象として、共同実施あるいは共同委託等を実施するものです。

　その効果は、水道の維持管理やサービス面で一体化する業務内容に応じて管理体制の強化、

サービス面等の向上に期待できます。

管理の一体化

業務（施設の保守点検）の一体化イメージ

【出典】水道広域化検討の手引き（厚生労働省）



目
標
設
定
と

実
現
に
向
け
た
方
策

5

62

　事業統合とは、施設の共同化および管理の一体化に加え、経営の一体化を図り、複数の事業者

が事業を一つに統合することです。

　事業統合により、経営資源の共有化と効率的かつスケールメリットを生かした事業運営とな

り、経営基盤の強化と水道利用者への均一で質の高いサービスを安定して提供することが可能

となります。

　本県の水道事業における法適用事業の収支の状況は、2016年度（平成28年度）末時点で見る

と約24.4億円の黒字となっており、黒字事業と赤字事業の割合は、対象の24事業のうち、21事

業が黒字額約25.2億円、3事業が赤字額約△0.8億円となっています。一方、法非適用事業は、全

体で約0.3億円の黒字となっていますが、一般的に法適用事業と比較して経営状況が厳しい傾

向にあるものの他会計繰入金によって概ね黒字が保たれている状況にあります。

事業統合（経営の一体化）

2016年度（平成28年度）決算統計により作成 ※黒字額、赤字額は総収支による。

2016年度（平成28年度）決算統計により作成 ※黒字額、赤字額は実質収支による。

黒字事業数

黒字額

赤字事業数

赤字額

総事業数

収支額

14

44,693

1

－13,434

15

31,259

3

3,884

1

－13,434

4

－9,550

4

4,824

0

0

4

4,824

2

14,961

0

0

2

14,961

2

11,554

0

0

2

11,554

3

9,470

0

0

3

9,470

21

2,521,295

3

－77,216

24

2,444,079

8

1,507,157

0

0

8

1,507,157

3

115,132

1

－16,069

4

99,063

4

132,846

1

－29,342

5

103,504

4

575,818

0

0

4

575,818

2

190,342

1

－31,805

3

158,537

県全域

黒字事業数

黒字額

赤字事業数

赤字額

総事業数

収支額

紀北圏域 紀中（有田）圏域 紀中（日高）圏域 西牟婁圏域 東牟婁圏域

県全域 紀北圏域 紀中（有田）圏域 紀中（日高）圏域 西牟婁圏域 東牟婁圏域

和歌山県法適用事業の収支

和歌山県法非適用事業の収支
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　このことから、赤字事業の割合と赤字額の占める額は全体の黒字額に対して約3.5％程度

であり、現状において事業統合により、赤字事業を解消することは可能と考えられます。

　ただし、今後においては更なる人口の減少等、水道事業を取り巻く環境は厳しさを増すなか、

住民生活に必要不可欠なライフラインの老朽化対策や災害対策を進める必要があり、水道事業

の持続的な経営の確保が市町村単独では困難となっていきます。

　事業統合による効果は、スケールメリットによる赤字事業の救済のほか、生活基盤施設耐震

化等交付金による「水道事業運営基盤強化推進事業」の適用を受け、採択基準等に基づく様々

な施設の整備に関する経費負担を軽減することが考えられます。

　本水道ビジョンで定める圏域ごとに事業統合による交付金を受けた場合を想定し、水道料

金を示す指標となる供給単価の推移を単独で継続した場合との比較により効果をシミュレー

ションした結果、相当量の供給単価の値上げ幅を抑制できる効果が想定できています。また、

事業統合に伴い、施設の共同化や管理の一体化等が具現化することで更なる効率化が図れ、広

域化による効果がさらに得られることも想定されます。

　現行の水道料金を保ち、事業者が単独で現在の水道施設を平準化して更新することを想定

した場合、県全体で試算すると2021年から2025年には内部留保資金が底をつき事業が破

綻することになります。

　広域化による交付金を活用することができれば、内部留保資金のショートを先送りすること

ができ、それまでに更なる経営基盤強化策等の対策を推進することができます。

100,000,000

50,000,000

0

（50,000,000）

（100,000,000）

（200,000,000）

（250,000,000）

（150,000,000）

2016年-2020年 2021年-2025年 2026年-2030年 2031年-2035年 2036年-2040年 2041年-2045年 2046年-2050年 2051年-2055年

（千円）

単独事業 ダウンサイジングによる効果 広域化（交付金）による効果

内部留保資金の推移

交付金により、内部留保金ショートを先送り

内
部
留
保
資
金

年　度
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　水道法の一部を改正する法律（平成30年法律第92号）では、市町村の区域を超えた広域的

な水道事業者間の連携等が掲げられており、事業統合（経営の一体化）による広域化は、経営

基盤の強化を図る効果が最も期待でき、その他の広域化による場合においても更新費用の削

減や事務処理の効率化のみならず、技術水準の確保等の効果が期待できるとされています。

改正水道法では、多様な広域化の取り組みを推進していくため、厚生労働大臣は水道基盤強

化のための基本方針において、水道事業者間の連携等の推進に関する事項を定める（改正水

道法第５条の２第２項第５号）こととされており、これに基づき、都道府県は水道基盤強化計

画を定め、水道事業者間の連携等に関する事項を定める（改正水道法第５条の３第２項第６

号）こととされています。

　本県における発展的な広域化の方策としては、前項で示した事業統合（経営の一体化）や浄

水場等の施設の共同設置、事務の広域的処理等、効果が期待できる多様な方策が考えられ、今

後、水道基盤強化計画の策定を見据え、広域化の推進方針やこれに基づく当面の具体的な取

り組みの内容等について、「水道広域化推進プラン」を2022年度（令和4年度）末までに策定、

公表し、市町村等の水道事業の広域化の取り組みを推進していきます。

　水道広域化推進プランは、市町村等の実施する水道事業について市町村の区域を超えた広

域化を推進するため、区域内の水道事業に係る広域化の推進方針を定めるとともに、これに基

づく当面の具体的な取り組みの内容やスケジュール等について定める計画であり、広域化の

様々なパターンに応じた経営体制や経営指標等の将来見通しについてシミュレーションを実

施し、その具体的な効果を比較したものとします。 

　和歌山県としては、本水道ビジョンに示す取り組みの推進と広域連携に向けた協議会を

設置し、圏域ごとにその特徴を踏まえたシミュレーション等結果による検討と詳細な議論

を重ね、効果的かつ実現可能な広域連携を段階的に進めていきます。

（4） 広域化推進プランの策定
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第1節 役割分担  66

6 役割分担
和歌山県水道ビジョン

　発展的広域化の方向性を導き、検討を進めるための体制および役割について
示します。
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第1節 役割分担

（1） 水道法の一部改正による責務の明確化

　人口減少に伴う水需要の減少をはじめ、水道施設の老朽化や災害対策に伴う更新需要の増

大、深刻化する人材不足等の水道が直面する課題に対し、水道の基盤強化を図るため、水道法

が改正（平成30年12月12日公布）されました。

　また、この水道法の改正では、国、都道府県、市町村、水道事業者等の責務が明確にされ、

特に、都道府県には水道事業者等の広域的な連携の推進役としての責務が規定されました。

　このため、県は水道の基盤強化に関する事項や、水道事業の広域化をはじめとする各種取り

組みの具体的な実施計画である水道基盤強化計画の策定を目指します。

　水道の基盤強化を図る上で重要となる発展的広域化の取り組みを推進するため、様々なパ

ターンのシミュレーションを行い、具体的な効果を示すための「広域化推進プラン」を策定し

ます。

（2） 県の役割

　本県における水道が直面する課題を共有し、次の施策等により水道基盤の強化に向けて取り

組む市町村、水道事業者を支援します。

○ 重要度を勘案した基盤強化の数値目標および優先順位の設定等経営戦略

　 の策定に向けての技術的な助言等

○ 広域化に向けたシミュレーションの実施及びその効果の比較分析

○ 広域連携を推進するための協議会等の設置・運営

○ 生活基盤施設耐震化等交付金の重点配分や地方財政措置のある起債の活

　 用等国の財政措置のある財源の確保

○ 公営企業会計への移行や水道技術力の継承等のための研修会の開催
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（4） 住民の役割

　水道を地域の住民の共有財産として認識し、水道事業が多大な投資の上に成り立っている

ことと水の大切さを理解していただき、本県における水道の基盤強化に向けた取り組みに参

画することが期待されています。

（3） 市町村水道事業者の役割

水道の基盤強化に向けて次の方策に取り組みます。

○ 水道施設の計画的な更新と施設を良好な状態に保つための維持・修繕

○ 水道施設台帳の作成・保管と公営企業会計への移行

○ 中長期的な経営の基本となる経営戦略の策定と、収支の見通しの作成・公表

○ 安全な水の供給を確保する水安全計画の策定と実施状況の検証

○ 水道の「あるべき姿」の共有等住民との合意形成
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和歌山県水道ビジョン

　資産（アセット）を効率よく管理・運用（マネジメント）することを目的とし、水道事業にお
いては、持続可能な経営を実現するために、中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサ
イクル全体にわたって効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践
活動のことです。

アセットマネジメント

　1年間で最も多く配水した日の配水量のことです、計画時において水道施設の能力
を決定する基準になります。これを給水人口で除したものが1人1日最大配水量です。

1日最大配水量

　給水した水量のうち、料金徴収の対象となる水量のことです。
1日平均給水量

　1年間の総配水量を年間日数で除した配水量のことです。これを給水人口で除した
ものが1人1日平均配水量です。

1日平均配水量

　50人以上（地下水など汚染地域にあっては、この限りでない）100人以下の給水人口
に対して、人の飲用に供する水を供給する施設などの総体をいいます。

飲料水供給施設

あ

い

　過去に発生した大規模地震に関する記録や教訓を踏まえ、南海トラフ地震レベルの大規
模かつ広域的な災害を前提として、災害の様態に応じて柔軟に対応するための準備について
まとめた計画をいいます。

応急復旧計画

お
　計画的な断水または事故や災害による突発的な断水および仕切弁操作に伴う濁水
発生時など、状況に応じて作成するものをいいます。

応急給水計画

ひらがな

68
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　行政が行っていた水道業務の1部または全部を、外部の企業などに委託することを
いいます。

外部委託

　計画給水人口が101人以上5,000人以下の水道を指します。
簡易水道事業

か

　管路の中でも重要度が高く代替機能のない導水管、送水管、配水本管のことです。
基幹管路

　水道等の地方公営企業の建設改良事業等に充てるため、地方公共団体が起こす地
方債のことです。

企業債

　供給原価ともいいます。有収水量1ｍ3当たりについて、どれだけの費用がかかってい
るかを表すものです。

給水原価

　水道事業会計における営業収益の1つで、水道料金として収入となる収益がこれ
に当たります。

給水収益

　配水管から分岐後、宅地内の蛇口に至るまでの給水するための水道管のことです。
給水管

き

　水道メーターで量った実際に使われた水の量をいいます。
給水量

　給水単価ともいいます。有収水量1ｍ3当たりについて、どれだけの収益を得ているか
を表すものです。

供給単価

　給水区域内に居住する人口のうち水道水の供給を受けている人口のことです。給水
区域外からの通勤者や観光客は給水人口には含まれません。

給水人口

　給水施設の一日あたりの給水できる水量をいいます。
給水能力
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き
　行政区域内に居住している人口のことです。
行政区域内人口

　個人等が所有する井戸のうち、災害時に近隣のみなさまへ飲料以外の生活用水
（洗濯、トイレなど）を提供していただける井戸を指します。

協力井戸

　ヒト、牛、豚、犬、猫などの哺乳類の腸に寄生する原虫です。耐塩素性病原微生物であ
り、感染した場合、下痢、発汗、腹痛などの症状が出ます。

クリプトスポリジウムく

　事業体が経営目的を達成するために全体の活動の方向づけや、そのための体制づく
りなどをまとめた計画をいいます。

経営戦略

　固定資産の減価を費用として、実際の支払い行為は発生しない会計上の処理または
手続を減価償却といいます。

減価償却費

け

　独立採算制の地方公営企業の財政状況を正確に把握するための会計方式をいいます。
公営企業会計

　給水サービスの高度化やライフラインとしての社会的責務を果たすために必要な財
政基盤および技術基盤の強化を目的として、複数の水道事業等が事業統合を行うこ
と、または、その目的のために複数事業の管理の全部若しくは一部を一体的に行うこと
です。

広域化こ

　エネルギー効率を向上させ、二酸化炭素の排出量に加えランニングコストを削減し
た省エネルギー機器のことです。

高効率機器

　地震や管路の破裂などの異常を検知すると、ロックやクラッチが解除され、自動的に
自重や重錘、または油圧や圧縮空気を利用して、緊急閉止できる機能を持ったバルブの
ことです。

緊急遮断弁
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　老朽化した施設・設備の機能を維持するために現施設、現設備を廃棄して再建設ある
いは全部を取替えることです。更新周期は法定耐用年数や日常点検に基づく運転状況
やこれまでの使用実績等を考慮して設定します。

更新こ
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　歳入と歳出の差を言います。歳入が歳出を上回る場合は黒字、下回る場合は赤字と
なります。

財政収支さ

　指標菌は、哺乳類の糞便に多数存在する「大腸菌」と、クリプトスポリジウムと同様に
塩素耐性を持つ「嫌気性芽胞菌」が定められています。水道原水中にこの指標菌のどち
らか一方でも検出された場合は、クリプトスポリジウム等による汚染のおそれがあるも
のと判断されます。

指標菌

し

　水道施設の設計に基づく最大能力のことです。
施設能力

　水道施設の施設能力に対する1日平均配水量を表すものです。この比率は、水道施設の
経済性を総括的に判断する指標であり、数値が大きいほど効率的であるとされています。

施設利用率

　紫外線を照射し、クリプトスポリジウム等を無害化させる浄水処理のことです。
紫外線処理

　施設の故障が致命的になってから整備事業を実施することです。
事後保全

　水道施設の施設能力に対する1日最大配水量の割合を表すものです。
施設最大稼働率

取水
　水源から原水を取り入れることです。

小規模水道
　50人以上の者に飲用の水を供給し、かつ水道法の適用除外となる水道のことをい
います。また、県や市町村等の水道（水道事業）から供給される水のみを水源とするもの
を「小規模簡易専用水道」といい、その他のものを「小規模専用水道」といいます。
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浄水場
　水源から送られた原水を飲用に適するように処理する施設のことです。一般的には、
凝集、沈澱、ろ過、消毒などの処理を行う施設をいいます。

上水道事業
水道事業のうち簡易水道事業以外の計画給水人口が5,000人を超える事業をいいます。

し

　一般には取水する地点のことをいいますが、河川最上流部やダム湖などその水の源
となる地点のことを指す場合があります。

水源地

　水道水は、水道法第4条の規定に基づき、「水質基準に関する省令」で規定する水質
基準（51項目）が定められています。

水質基準

す

　水質検査を行うにあたり、厚生労働大臣の登録を受けた事業者のことです。水道事業
が供給する水道水は、水道法にて水質検査機関による検査が義務づけられています。

水質検査機関

　給水人口が101人以上であり、一般の需要に応じて水道により水を供給する事業のこ
とです。

水道事業

　水道事業者が自らの事業ビジョンとして作成するものをいいます。
水道事業ビジョン

　水道事業の効率的な運営を図るうえで必要な業務、施設、水質などの状況を調査し、
事業の傾向、性質などを計数的、統一的に明らかにし、整理したものをいいます。

水道統計

　現状における給水人口と行政区域内人口の割合を表したものをいいます。
水道普及率

　水道事業に対する利用者のニーズや意見を継続的に把握し、サービスの向上を図る
ためのものをいいます。

水道モニター制度
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す
　水道事業が一般の需要者に水を供給する事業であるのに対して、水道により、水道
事業者にその用水を供給する事業をいいます。

水道用水供給事業

　寄宿舎、社宅、療養所などにおける自家用の水道、その他水道事業の用に供する水道
以外の水道で、100人を超える者にその住居に必要な水を供給するもの、もしくはそ
の水道施設の一日最大給水量が、飲用その他生活の用に供することを目的とする水量
が20ｍ3を超えているものをいいます。ただし、他の水道から供給を受ける水のみを水
源とし、かつ、その水道施設のうち、地中または地表に施設されている口径25mm以上
の導管の全長が1,500ｍ以下で水槽の有効容量の合計が100ｍ3以下の水道は専用
水道から除かれます。

専用水道

　浄水場またはポンプ場から配水池まで水道水を送る水道管のことです。

送水管

せ

そ

　病原ウイルス、病原菌、病原細菌、病原微生物、病原体等と呼ばれる各種の病原生物の
うち、水道水の消毒に用いられる塩素に対して著しく抵抗性を有する微生物の総称の
ことです。

耐塩素性病原微生物た

　水道施設を地震が発生しても被害を最小限に留め、被害が発生した場合においても
早期復旧が行えるように施設を補強・補修することです。

耐震化

　良い地盤に布設されたダクタイル鋳鉄管(K形継手等)を耐震適合管とし、耐震適合
性のある基幹管路の延長を基幹管路の総延長で百分率したものをいいます。

耐震適合率

　水道事業者、水道用水供給事業者、専用水道の設置者が、水道の管理に関する技術上
の業務の全部または、一部を他の水道事業者、水道用水供給事業者、または当該業務を
実施できるだけの経理的・技術的基礎を有する者に委託することです。

第三者委託
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た

ち

と

①耐震管延長を管路総延長で百分率したものをいいます。
②耐震化された各構造物の水量（配水池では貯水量、浄水施設では浄水量）を各構造物
　の総水量で百分率したものをいいます。

耐震化率

　水需要の減少に伴い、施設更新などの際に施設能力を縮小して施設規模を適正化
し、維持管理コストの削減を図ることです。

ダウンサイジング

　地表面下にある水をいい、不圧地下水と被圧地下水があります。
　不圧地下水は、比較的に地層の浅いところにある地下水のことです。
　被圧地下水は、上下を水の通しにくい地層で挟まれ、加圧されている地下水のことです。

地下水

　河川、湖沼、沼、貯水池等、陸地表面に存在する水のことです。
地表水

　地方公共団体が、住民の福祉を増進させるために経営する企業のことです。地方公営企
業法では、水道事業（簡易水道事業を除く）、工業用水道事業、軌道事業、自動車運送事業、
鉄道事業、電気事業、ガス事業の7事業を地方公営企業とし、同法の全部適用事業（法定
事業）としています。

地方公営企業

　水源で取水した原水を浄水場まで導く管路のことです。
導水管

　水需要が減少している現在において、過大な能力となっている水道施設を統合し、
適性規模の施設を残して廃止することにより、維持管理の効率化および更新費用の
削減を図ることです。

統廃合

　普通地方公共団体の事務の一部の管理執行を、当該普通地方公共団体の名において
（権限を残したまま）、他の普通地方公共団体に行わせる制度である。

代替執行制度
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と
　水道事業の経営は、町民税などの税金ではなく、使用水量に応じて支払っていただく
料金収入ですべての経費をまかなっており、これを独立採算制といいます。このことが、
市町村によって水道料金が異なる原因の1つになっています。

独立採算制

な

ほ

は

　減価償却費などの現金支出を伴わない支出や収益的収支における利益によって、企
業内に留保される自己資金のことです。損益ベースでは将来の投資資金として確保さ
れ、資金ベースでは資本的収支の不足額における補てん財源などに用いられます。

内部留保資金

　配水池から各家庭へ水道水を配るための管のことです。
配水管

　浄水場から送られた水道水を一時的に貯留し、配水管を通じて各家庭へ配水するた
めの水槽のことです。容量は1日最大配水量の12時間分を標準としており、事故や火災
発生時にも配水を行うための水量を考慮した容量としています。

配水池

　地方公営企業法の適用を受ける事業をいいます。

法適用事業

　法律で定められた、資産が本来の用途に使用できる推定の年数です。

法定耐用年数

　給水管の取出しが行われている管路（配水本管以外）のことです。

配水支管

　配水池から各家庭に配る管路である配水管のうち、給水管の取出しが行われていな
い管路のことを指します。

配水本管

　地形、構造物の立地または管路の状況などの条件に応じてポンプ圧送方式により水
を送る設備を設置している施設です。

ポンプ場



用
語
集

76

み
　水源から給水栓までの水道システム全体の水質管理を一元的に行い、考えられるリス
クを分析し、その対策を用意することにより、安全な水道水をより安定して供給するため
の計画です。

水安全計画

ゆ
　各家庭に設置されている水道メーターより計量され、料金徴収の対象となった水量
のことです。

有収水量

よ
　施設の故障が致命的になる前に適切な措置を実施することです。
予防保全

　1日平均給水量を1日平均配水量で除した割合のことです。
有収率

　実際の職務現場において、業務を通して行う教育訓練のことをいいます。
OJT（On The Job Training）

　公共部門が提供していたサービスを民間主導で実施することにより、設計、建設、
維持管理、運営に民間の資金とノウハウを活用し、効率的かつ効果的なサービスの提
供を図るための手法をいいます。

PFI（PRIVATE FINANCE INITIATIVE）

O

P

D
　公共が資金調達を負担し、施設の設計・建設、運営を民間に委託する方式のことです。
DBO（DESIGN BUILD OPERATE）

アルファベット



和歌山県水道ビジョン

発 行 日

発 行・編 集

2019年（令和元年）6月　（第1版）

和歌山県 環境生活部県民局 食品・生活衛生課





和歌山県


	00表1_表4
	01（表2）-02
	03-04
	05-06
	07-08
	09-10
	11-12
	13-14
	15-16
	17-18
	19-20
	21-22
	23-24
	25-26
	27-28
	29-30
	31-32
	33-34
	35-36
	37-38
	39-40
	41-42
	43-44
	45-46
	47-48
	49-50
	51-52
	53-54
	55-56
	57-58
	59-60
	61-62
	63-64
	65-66
	67-68
	69-70
	71-72
	73-74
	75-76
	77-78
	表4



